
東京都ひとり親家庭自立支援計画（第4期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成31年度実績 令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 備考

1
ひとり親向家庭向け
ポータルサイトの運用

福祉局
国、都、区市町村が実施しているひとり親
家庭に向けた様々な支援について、横断
的に検索できるサイトを運用

ひとり親家庭向けポータル
サイト「シングルママ・シング
ルパパ くらし応援ナビ
Tokyo（https://www.single-
ouen-
navi.metro.tokyo.lg.jp/）」を
開設

ひとり親家庭向けポータル
サイト「シングルママ・シング
ルパパ くらし応援ナビ
Tokyo（https://www.single-
ouen-
navi.metro.tokyo.lg.jp/）」を
運用。インターネット広告を
開始。

ひとり親家庭向けポータル
サイト「シングルママ・シング
ルパパ くらし応援ナビ
Tokyo（https://www.single-
ouen-
navi.metro.tokyo.lg.jp/）」を
運用。インターネット広告を
引き続き実施。

ひとり親家庭向けポータル
サイト「シングルママ・シング
ルパパ くらし応援ナビ
Tokyo（https://www.single-
ouen-
navi.metro.tokyo.lg.jp/）」を
運用。インターネット広告を
引き続き実施。

2

ひとり親家庭相談体制
強化事業＜子供家庭
支援区市町村包括補
助事業＞

福祉局

就業等の理由により、平日や日中の時間
帯に相談できないひとり親の困難な状況
を解消するために、区市町村の相談窓口
の夜間・休日開所や、SNS等を活用した
対面相談以外の相談実施など、ひとり親
がより相談しやすい体制の強化を図る区
市町村を支援

　―（R2より事業開始） 　1市 　1市 0 0

3
東京都ひとり親家庭支
援センター事業

福祉局

区部に加え、多摩地域に相談拠点を設置
し、多摩地域のひとり親家庭への相談体
制を強化。また、ひとり親同士の情報交
換の場として、ひとり親グループ相談会を
実施。

区部　8,785件
区部　8,747件
多摩　1,477件

区部　8,372件
多摩　4,242件

区部　11,182件
多摩　6,970件

区部　11,744件
多摩　7,737件

4
子育てサポート情報普
及推進事業

福祉局

生活に困窮する子育て家庭等を必要な
支援につなげることを目的に、子育て支
援等の施策の周知を強化することで、子
供の貧困対策の効果的な推進を図る。

・ひとり親家庭や生活に困
窮している家庭等に有益な
施策も含め、子育て支援の
全般的な施策を盛り込んだ
「とうきょう子育て応援ブッ
ク」を発行
（発行部数：約１８万部）
・都HPにもデジタルデータ
を掲載

・ひとり親家庭や生活に困
窮している家庭等に有益な
施策も含め、子育て支援の
全般的な施策を盛り込んだ
「とうきょう子育て応援ブッ
ク」を発行
（発行部数：約１７万部）
・都HPにもデジタルデータを
掲載

・ひとり親家庭や生活に困
窮している家庭等に有益な
施策も含め、子育て支援の
全般的な施策を盛り込んだ
「とうきょう子育て応援ブッ
ク」を発行
（発行部数：約１７万部）
・都HPにもデジタルデータを
掲載

・ひとり親家庭や生活に困
窮している家庭等に有益な
施策も含め、子育て支援の
全般的な施策を盛り込んだ
「とうきょう子育て応援ブッ
ク」を発行
（発行部数：約１７万部）
・都HPにもデジタルデータを
掲載
・「子育て応援ブック」の内
容を基にAIチャットボットを
導入

・ひとり親家庭や生活に困
窮している家庭等に有益な
施策も含め、子育て支援の
全般的な施策を盛り込んだ
「とうきょう子育て応援ブッ
ク」を発行
（発行部数：約１６万部）
・都HPにもデジタルデータを
掲載
・「子育て応援ブック」の内
容を基にAIチャットボットを
運用

１　相談体制の整備

1-1　広報・普及啓発と相談窓口

資料６－２
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再掲
東京都ひとり親家庭支
援センター事業

福祉局
ひとり親家庭の生活相談・養育費相談・
（面会）親子交流支援を実施。

○生活相談　3,021件
○養育費相談　1,640件
○面会交流支援　1,031件

○生活相談　（区部）4,176
件（多摩）808件
○養育費相談　（区部）
1,725件（多摩）224件
○面会交流支援　（区部）
942件（多摩）47件

○生活相談　（区部）3,454
（多摩）2,665件
○養育費相談　（区部）
1,346件（多摩）1,079件
○面会交流支援　（区部）
997件（多摩）206件

○生活相談　（区部）8,879
件（多摩）4,454件
○養育費相談　（区部）
3,262件　（多摩）955件
○面会交流支援　（区部）
707件　（多摩）111件

○生活相談　（区部）9,298
件（多摩）5,046件
○養育費相談　（区部）
3,740件（多摩）1,268件
○親子交流支援　（区部）
779件（多摩）269件

令和5年度より面会交流か
ら親子交流へ変更。

5
養育費等相談支援推
進事業（離婚前後の法
律相談）

福祉局

様々な紛争の早期解決や、ひとり親家庭
になった時の状況を見据え、離婚に関す
る協議（親権、養育費、面会交流、財産
分与など）、などについて、家事事件に精
通した弁護士による相談を実施

（区部）2,125件 （区部）1,753件
（多摩）223件

（区部）497件
（多摩）442件

（区部）999件
（多摩）433件

（区部）1,098件
（多摩）537件

6

母子・父子自立支援員
の資質の向上（母子・
父子支援員研修の実
施）

福祉局

身近な地域において、ひとり親家庭から
の相談に的確に対応していくため、母子・
父子自立支援員の研修の内容を充実し、
カウンセリングの精神や技法、サービス
のコーディネートなど、総合的な支援力の
向上を図る。

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修４回

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修３回

7
ひとり親家庭等生活向
上事業（ひとり親家庭
等生活支援事業）

福祉局

ひとり親家庭及び寡婦が生活の中で直面
する諸問題の解決を図るため、家計管理
等の講習会、民間事業者を活用した訪問
相談等を実施することにより、地域での
生活を総合的に支える事業に取り組む区
市町村を支援

13区市 12区市 12区市 14区市 15区市

8

子供家庭支援センター
事業＜子供家庭支援
区市町村包括補助事
業＞

福祉局

地域の子供と家庭を支援するため、区市
町村における第一義的な相談窓口、在宅
サービスの提供・調整機関、関係機関や
団体のコーディネート機関として、子育て
支援ネットワークの核となる子供家庭支
援センターの取組を支援する。
また、児童虐待対応の専門性を強化した
子供家庭支援センターを設置して虐待の
未然防止や早期発見・対応に取り組む区
市町村を支援する。

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
52区市町（23区26市3町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
61区市町村（23区26市5町7
村）
※小規模型を含む

子供家庭支援センター事業
54区市町（23区26市5町）

1-2　ニーズに応じた相談支援
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9
生活困窮者自立相談
支援事業

福祉局

生活困窮者自立支援法（平成27年4月施
行）に基づき、福祉事務所設置自治体で
ある区市（町村は都）が自立相談支援窓
口を設置し、生活困窮者からの相談に包
括的に対応するとともに、自立に向けて
プランの作成等の支援を行うほか、地域
の関係機関とのネットワークづくりを行
う。

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支援
事業、家計改善支援事業、
子供の学習支援事業を実
施
○支庁
　必須事業に加え、家計改
善支援事業、子供の学習支
援事業（大島支庁のみ）を
実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支援
事業、家計改善支援事業、
子供の学習支援事業を実
施
○支庁
　必須事業に加え、家計改
善支援事業、子供の学習支
援事業（大島・八丈支庁の
み）を実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支援
事業、家計改善支援事業、
子供の学習支援事業を実
施
○支庁
　必須事業に加え、家計改
善支援事業、子供の学習支
援事業（大島・八丈支庁の
み）を実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支援
事業、家計改善支援事業、
子供の学習支援事業を実
施
○支庁
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、家計改善支援
事業、子供の学習支援事業
（大島・八丈支庁のみ）を実
施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支援
事業、家計改善支援事業、
子供の学習支援事業を実
施
○支庁
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、家計改善支援
事業、子供の学習支援事業
（大島・八丈支庁のみ）を実
施

10
配偶者暴力被害者の
自立生活再建のため
の総合的な支援

生活文化
スポーツ局

配偶者暴力被害者の自立生活再建のた
め、以下のとおり総合的な支援を実施
・配偶者暴力相談支援センターにおける
電話相談、面接相談（精神科医による相
談・法律相談）
・配偶者暴力被害者が自立した生活を築
くための講座
・子供の心のダメージの早期回復を図る
ための子供広場事業
・各関係機関が統一的な支援を行うため
の「配偶者暴力被害者支援基本プログラ
ム」の配布
・被害者の早期発見、相談へ繋げるた
め、「配偶者や交際相手からの暴力で悩
んでいませんか」や「配偶者暴力被害者
支援ハンドブック」を配布
・被害者支援民間団体への活動支援（人
材育成、施設機能の強化等）
・民間で被害者支援を行う人材に対する
研修等の実施
・区市町村における配偶者暴力相談支援
センター機能整備に対する支援　　等

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
4,252件、法律相談　各週２
回、精神科医相談　各週１
回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　42回、パソコン講
座　15回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　０回（中止）
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　14件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　２回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
3,912件、法律相談　各週２
回、精神科医相談　各週１
回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年６回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　18回、パソコン講
座　10回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　２回
○ ＤＶ防止等民間活動助成
事業　11件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　２回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
5,196件、法律相談　各週２
回、精神科医相談　各週１
回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年９回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　21回、パソコン講
座　15回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　２回
○ ＤＶ防止等民間活動助成
事業　６件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　２回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
5,272件、法律相談　各週２
回、精神科医相談　各週１
回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　２回
○ ＤＶ防止等民間活動助成
事業　12件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　２回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
4,700件、法律相談　各週２
回、精神科医相談　各週１
回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　２回
○ ＤＶ防止等民間活動助成
事業　11件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　２回
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再掲
東京都ひとり親家庭支
援センター事業

福祉局

ひとり親家庭の就業による自立を支援す
るため、就業相談等事業（就業相談、就
業促進活動）、キャリアアップ支援、就業
支援講習会、就業情報提供事業を行う。
また、親への支援と併せて、子供本人へ
のキャリアカウンセリングや求人情報の
提供など、丁寧な支援を実施。

○就業相談5,764件
○就業相談（区部）4,571件
（多摩）669件

○就業相談（区部）887件
（多摩）1,577件

○就業相談（区部）2,303件
（多摩）2,516件

○就業相談（区部）2,446件
（多摩）7,737件

11
ひとり親家庭在宅就業
推進事業

福祉局

ＩＴを活用した在宅就業を希望するひとり
親に対し、在宅で収入が得られるクラウド
ソーシングについて実践的に学び、自ら
受注できる在宅ワーカーとなれるよう、在
宅就業コーディネーターがサポートを行
う。

応募者総数62名の中から
35名を被支援者として選
定、支援完了は23名。月平
均収入は3,989円であった。

応募者総数53名の中から
32名を被支援者として選
定、支援完了は32名。月平
均収入は6,393円であった。

応募者総数100名の中から
35名を被支援者として選
定、支援完了は33名。月平
均収入は22,514円であっ
た。

応募者総数156名の中から
34名を被支援者として選
定、支援完了は34名。月平
均収入は15,855円であっ
た。

応募者総数96名の中から
32名を被支援者として選
定、支援完了は32名。月平
均収入は12,975円であっ
た。

12

高等学校卒業程度認
定試験合格支援事業
＜実施主体：区市、町
村は都＞

福祉局

ひとり親家庭の親の経済的自立を図るた
め、高等学校卒業程度認定試験合格の
ための講座（通信講座を含む）を受け、こ
れを修了した際に受講費用の一部を支
給するとともに、合格した場合にも受講費
用の一部を支給する事業について、全区
市町村での実施を推進

9区12市13町村 9区12市13町村 8区12市13町村 10区13市13町村 10区12市13町村

13

母子家庭及び父子家
庭自立支援教育訓練
給付金事業＜実施主
体：区市、町村は都＞

福祉局

母子家庭の母又は父子家庭の父の就業
を支援するため、教育訓練を受講した場
合に、その経費の一部を給付する事業に
ついて、全区市町村において取り組む。

23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村

14

母子家庭及び父子家
庭高等職業訓練促進
給付金等事業＜実施
主体：区市、町村は都
＞

福祉局

母子家庭の母又は父子家庭の父の就労
につながる資格取得を促進するため、養
成機関で修業している一定の訓練期間に
かかる訓練促進給付金を支給して、負担
の軽減を図る事業について、全区市町村
において取り組む。

23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村

15
ひとり親家庭高等職業
訓練促進資金貸付事
業

福祉局

高等職業訓練促進給付金を活用して養
成機関に在学し、就職に有利な資格の取
得を目指すひとり親家庭の親に対し、入
学準備金・就職準備金を貸し付け、修学
を容易にすることにより、資格取得を促進
するとともに、母子・父子自立支援プログ
ラムの策定を受け、自立に向けて意欲的
に取り組むひとり親家庭の親に対し、住
宅支援資金を貸し付け、ひとり親家庭の
親の自立の促進を図る。

入学準備金60件
就職準備金48件

入学準備金79件
就職準備金43件

入学準備金68件
就職準備金38件
住宅支援資金47件

入学準備金49件
就職準備金43件
住宅支援資金93件

入学準備金33件
就職準備金29件
住宅支援資金87件

２　就業支援



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第4期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成31年度実績 令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 備考

資料６－２

16

母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業＜実
施主体：区市、町村は
都＞

福祉局

児童扶養手当を受給しているひとり親家
庭の職業的自立を促進するため、母子・
父子自立支援プログラム策定員により、
就業に結びつく支援を行う事業につい
て、全区市での実施を支援

12区21市13町村 13区22市13町村 13区21市13町村 13区23市13町村 14区22市13町村

17

ひとり親家庭への相談
窓口強化事業＜実施
主体：区市、町村は都
＞

福祉局
福祉事務所に就業支援専門員を配置し、
母子・父子自立支援員やハローワークと
連携した包括的な就業支援を行う。

6区4市13町村 5区3市13町村 5区4市13町村 5区5市13町村 5区4市13町村

18
母子家庭の母等に対
する職業訓練

産業労働局
母子家庭の母等の職業的自立を促すた
め、民間教育訓練機関等を活用し、職業
訓練受講機会の確保を図る。

入校　  2人 入校　  0人 入校　  0人 入校　  0人 -
令和4年度をもって事業終

了

19
生活保護受給者等就
労自立促進事業

東京労働局

生活保護受給者や児童扶養手当受給者
等を対象として、地方公共団体（区市の
福祉事務所等）にハローワークの常設窓
口の設置又は地方公共団体への巡回相
談の実施などワンストップ型の支援体制
を整備し、ハローワークと地方公共団体
が一体となったきめ細やかな就労支援を
推進

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
34ヶ所

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
※コロナ感染防止措置のた
め中止

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
18ヶ所
※コロナ対策のため一部自
治体自粛より減少

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
36ヶ所

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
35ヶ所

20
マザーズハローワーク
マザーズコーナー

東京労働局

子育て中の女性やひとり親等の求職者
のための専門職業相談窓口として、担当
者制によるきめ細かな就職支援を行う。
仕事と子育ての両立しやすい求人を確保
するとともに、地方公共団体や関係機関
と連携して保育所・子育て支援サービス
などの情報を求職者に提供する。

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木
場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

21
東京しごとセンター事
業

産業労働局

東京しごとセンターにおいて、一人ひとり
の適性や状況を踏まえたきめ細かなキャ
リアカウンセリングを実施するほか、各種
セミナーや能力開発、職業紹介などを行
い就職活動を支援する。
また、東京しごとセンター内の「女性しごと
応援テラス」において、家庭と両立しなが
ら仕事に就きたいと考えている女性など
を対象に、きめ細かい再就職支援を実施
する。

・子育て女性向けセミナー9
回、126人
・利用者向け託児サービス
702人

・子育て女性向けセミナー9
回、108人
・利用者向け託児サービス
353人

・子育て女性向けセミナー9
回、81人
・利用者向け託児サービス
453人

・シングルマザー向けキャリ
アカウンセリング 328人
・利用者向け託児サービス
400人

・シングルマザー向けキャリ
アカウンセリング 387人
・利用者向け託児サービス
299人
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22 保育つき職業訓練 産業労働局

子育て中の求職者に、民間教育訓練機
関を活用した保育サービス付きの職業訓
練を受ける機会を提供し、能力開発・早
期就業を支援する。

入校　  0人 入校　  0人 入校　  0人
令和3年度をもって事業終
了

令和3年度をもって事業終
了

23 女性向け委託訓練 産業労働局

結婚、出産、育児等により退職したが、そ
の後再び就職を希望する女性に対し、通
学及びｅラーニングによる職業訓練を実
施し、再就職を支援

入校　　540人 入校　　488人 入校　　571人 入校　　667人 入校　　693人

24
保育支援つき施設内訓
練

産業労働局

職業能力開発センター等に入校する育児
中の人に対し、民間の保育施設を活用し
て、訓練期間中の保育サービスを提供す
ることにより、育児等による離職からの再
就職を支援

入校　2人 入校　4人 入校　4人 入校　4人 入校　1人

３　子育て支援・生活の場の整備

3-1　子育て支援

25

ひとり親家庭ホームヘ
ルプサービス事業＜実
施主体：市町村（区部
は財調算入）＞

福祉局

ひとり親家庭になった直後の生活の激変
や就職活動等の理由により、家事や育児
等の日常生活に支援が必要なひとり親家
庭に対して、ホームヘルパーを派遣する
市町村を支援

27市町 27市町 27市町 27市町 27市町

26

保育サービスの拡充
（認可保育所、認証保
育所、認定こども園、
家庭的保育事業、定期
利用保育など）

福祉局

地域の実情に応じ、認可保育所、認証保
育所、認定こども園など、多様な保育
サービスを組み合わせ、保育サービス拡
充に取組む区市町村を支援
（認可保育所・認証保育所・認定こども
園・家庭的保育事業・小規模保育事業・
居宅訪問型保育事業・事業所内保育事
業・企業主導型保育事業・定期利用保育
事業）

保育サービスの利用児童
数
320,558人
（令和２年4月1日現在）

保育サービスの利用児童数
324,487人
（令和３年4月1日現在）

保育サービスの利用児童数
323,830人
（令和４年4月1日現在）

保育サービスの利用児童数
323,749人
（令和５年4月1日現在）

集計中

27 夜間保育事業 福祉局

保護者の就労等の事情により、夜間（お
およそ午後10時まで）のニーズに対応す
るため、夜間保育に取り組む区市町村を
支援

延長保育事業（午後9時ま
での開所）　10区市
夜間保育所　3区
計10区市（8区2市）（上記の
いずれか又は両方を実施）

延長保育事業（午後9時ま
での開所）　10区市
夜間保育所　3区
計1３区市（10区３市）（上記
のいずれか又は両方を実
施）

延長保育事業（午後9時ま
での開所）　13区市
夜間保育所　3区
計1３区市（10区３市）（上記
のいずれか又は両方を実
施）

延長保育事業（午後9時ま
での開所）　13区市
夜間保育所　3区
計1３区市（10区３市）（上記
のいずれか又は両方を実
施）

延長保育事業（午後9時ま
での開所）　9区市
夜間保育所　2区
計9区市（7区2市）（上記の
いずれか又は両方を実施）
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28 延長保育事業 福祉局

保護者の就労の多様化、長い通勤時間
等に伴う保育ニーズに対応するため、11
時間の開所時間の前後において延長保
育を行う区市町村を支援

５1区市町
（２３区２６市２町）

５1区市町
（２３区２６市２町）

５1区市町
（２３区２６市２町）

５1区市町
（２３区２６市２町）

５1区市町
（２３区２６市２町）

29 休日保育事業 福祉局
保護者の就労形態の多様化により、日曜
日、国民の祝日等のニーズに対応するた
め、休日保育に取り組む区市町村を支援

25区市（13区、12市） 集計不可 集計不可 集計不可 集計不可

30 一時預かり事業 福祉局

保護者の疾病や育児疲れなど、保護者
の事情に応じて一時的に保育を提供する
ことができるよう、一時預かり事業に取り
組む区市町村や事業者を支援

55区市町村
年間延べ利用児童数：
763,754人（幼稚園型を除く）

55区市町村
年間延べ利用児童数：
723,424人（幼稚園型を除く）

55区市町村
年間延べ利用児童数：
758,639人（幼稚園型を除く）

54区市町村
年間延べ利用児童数：
758,639人（幼稚園型を除く）

５４区市町村
年間延べ利用児童数：
691,983人（幼稚園型を除く）

31 病児保育事業 福祉局

病中又は病気の回復期等にあって、集団
保育が困難な保育所在籍児童等を、保
護者の勤務の都合等により家庭で育児
ができない場合に、保育所や病院等の専
用スペース等において一時的に預かり保
育を行う区市町村を支援
病児・病後児保育施設の人材とノウハウ
を活用した地域の保育所等の職員に対
する技術支援や利用者に病児のケアに
関する情報提供を行う取組、保育所や自
宅で児童が発症した際のお迎えサービス
の実施、駅近郊の施設による自治体間
の広域利用など、病児・病後児保育の充
実に取り組む区市町村を支援

159か所 159か所 159か所 161か所 172か所

32 夜間帯保育事業 福祉局

都民が安心して利用できる夜間帯（22時
から翌７時まで）及び休日の保育サービ
スを提供するため、認証保育所におい
て、深夜帯の保育や24時間保育に取り組
む区市町村を支援

1施設 1施設 1施設 集計中

33 緊急１歳児受入事業 福祉局
認証保育所の空き定員や余裕スペース
等を活用して、１歳児の受入れを更に促
進する区市町村を支援

5区4市 6区3市 ５区３市 6区3市 5区5市

34
認証保育所１歳児受入
促進事業

福祉局
認証保育所の空き定員や余裕スペース
等を活用して、１歳児の受入れを更に促
進する区市町村を支援

― 1区1市 1区3市 3区3市 集計中



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第4期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成31年度実績 令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 備考

資料６－２

35
保育所等利用多子世
帯負担軽減事業

福祉局

生計を同一にする子が２人以上いる世帯
等に対し、私立認可保育所等に通う実際
の第２子以降の保育料（利用者負担分）
について、負担軽減を行う区市町村を支
援

※令和元年度は国の無償
化制度開始に合わせて１０
月からの６か月間の実施
23区26市２町1村で実施
年間延べ利用児童数
93,392人

23区26市２町1村で実施
年間延べ利用児童数
197.115人

23区26市２町1村で実施
年間延べ利用児童数
207,848人

23区26市3町2村で実施
年間延べ利用児童数
225,153人

23区26市5町1村で実施
年間延べ利用児童数
460,222人

36
認可外保育施設利用
支援事業

福祉局

認可外保育施設を利用する保護者の負
担軽減を図るため、利用料の一部を補助
する区市町村を支援し、地域の実情に応
じた保育サービスの整備促進及び質の
向上を図る
子供を２人以上もちたいと願う保護者が、
安心して子供を産み育てられるよう、多子
世帯に対し、認可外保育施設の利用料
の負担軽減を図る区市町村を支援

年間延利用児童数：
222,305人

年間延利用児童数：197,414
人

年間延利用児童数：209,142
人

年間延利用児童数：208,129
人

集計中

37
ベビーシッター利用支
援事業

福祉局

待機児童の保護者又は育児休業を1年
間取得した後復職する保護者が、子が保
育所等に入所するまでの間、認可外のベ
ビーシッターを利用する場合の利用料の
一部を助成するとともに、ベビーシッター
が児童の居宅まで通うための交通費の
補助や、一時的に保育を必要とする保護
者等に対しベビーシッターによる保育を
提供する区市町村の取組を支援

10区5市が活用 12区7市が活用 12区7市が活用 12区8市が活用 13区7市が活用

38

とうきょうママパパ応援
事業（旧 出産・子育て
応援事業（ゆりかご・と
うきょう事業））

福祉局

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を
提供するため、子育て世代包括支援セン
ターの設置促進を図るとともに、妊婦全
数面接や育児パッケージの配布、家事育
児支援等を行う区市町村の取組を支援

46区市町村（19区21市3町3
村）

55区市町村（21区26市3町5
村）

58区市町村（22区26市4町6
村）

61区市町村（23区26市5町7
村）

61区市町村（23区26市5町7
村）

39
生涯を通じた女性の健
康支援事業

福祉局

電話相談事業（「女性のための健康ホット
ライン」「妊娠相談ほっとライン」「不妊・不
育ホットライン」）により女性の様々な悩み
に対応するとともに、若い世代が妊娠適
齢期や不妊等について、正確な知識を持
つことができるよう、普及啓発を実施

女性のための健康ホットラ
イン　1,092件
不妊・不育ホットライン　397
件
妊娠相談ほっとライン
4,124件
妊娠・出産を希望する方へ
必要な情報を提供するた
め、妊娠支援ポータルサイ
ト「東京都妊活課」を開設

女性のための健康ホットラ
イン　1,261件
不妊・不育ホットライン　440
件
妊娠相談ほっとライン
4,685件
妊娠・出産に係る知識の普
及啓発のため、チャットボッ
ト
「妊娠したかも相談＠東京」
を開設

女性のための健康ホットラ
イン　1,034件
不妊・不育ホットライン　485
件
妊娠相談ほっとライン
4,227件

女性のための健康ホットラ
イン　1,134件
不妊・不育ホットライン　532
件
妊娠相談ほっとライン
4,082件

女性のための健康ホットラ
イン　1,186件
不妊・不育ホットライン　563
件
妊娠相談ほっとライン
3,123件

40
けんこう子育て・とう
きょう事業

福祉局

妊産婦や子育て家庭の不安感・負担感を
軽減させるために、ニーズに応じた子育
てスキルを提供することで子供の健やか
な成長と虐待の未然防止を図る。

調査研究・コンテンツ開発
等の具体的な事業活動をス
タートし、モデル自治体とし
て2自治体でのパイロット事
業開始のための調整を実
施

調査研究・コンテンツ開発等
の具体的な事業活動をス
タートし、モデル自治体とし
て2自治体でのパイロット事
業開始のための調整を実施
自治体向け導入マニュアル
の作成、配布

調査研究・コンテンツ開発等
の具体的な事業活動をス
タートし、モデル自治体とし
て2自治体でのパイロット事
業開始のための調整を実施
自治体向け導入マニュアル
の改訂版を作成、配布

- - 令和3年度事業終了
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41
在宅子育てサポート事
業

福祉局

生後３歳未満の子供を持つ家庭を対象と
して、保育サービスを利用していない期
間について、家事支援サービスの利用支
援を行うことで、保護者の負担軽減を図
るとともに、支援が必要な家庭を適切な
サービスにつなぎ、要支援家庭への移行
を未然に防止する。

4区市町村（1区3市） 4区市町村（1区3市） - - -
令和3年度よりママパパ応

援事業へ統合

42
子育て短期支援事業
（ショートステイ・トワイ
ライトステイ）

福祉局

子供の年齢等にかかわらず、全ての子育
て家庭が、ショートステイ・トワイライトステ
イのサービスを、必要に応じて利用するこ
とができるよう取り組む区町村を支援

ショートステイ　51区市町
（23区26市2町）

トワイライトステイ　24区市
（16区8市）

ショートステイ　 51区市町
（23区26市2町）

トワイライトステイ　24区市
（16区8市）

ショートステイ　50区市町
（23区25市2町）

トワイライトステイ　25区市
（17区8市）

ショートステイ　51区市町
（23区26市2町）

トワイライトステイ　25区市
（17区8市）

ショートステイ　51区市町
（23区26市2町）

トワイライトステイ　24区市
（16区8市）

43

ショートステイ事業の拡
充＜子供家庭支援区
市町村包括補助事業
＞

福祉局

子供の年齢等にかかわらず、すべての子
育て家庭が、ショートステイ・トワイライト
ステイのサービスを、必要に応じて利用
することができるよう、取り組む区町村を
支援

利用枠の常時確保　18区市
町（4区12市2町）

利用枠の常時確保　19区市
町（4区13市2町）

利用枠の常時確保　19区市
町（4区13市2町）

利用枠の常時確保　20区市
町（5区13市2町）

利用枠の常時確保　22区市
町（6区14市2町）

44

ファミリー・サポート・セ
ンター推進事業事業＜
子供家庭支援区市町
村包括補助事業及び
国の交付金＞

福祉局

仕事と家庭の両立や子を持つ全ての家
庭の子育てを支援するため、地域の会員
同士で育児の援助を行うファミリー･サ
ポート･センターの安定的な実施に取り組
む区市町村を支援

53区市町村（23区26市3町1
村）
提供会員17,155人

53区市町村（23区26市3町1
村）
提供会員16,100人

53区市町村（23区26市3町1
村）
提供会員15,623人

53区市町村（23区26市3町1
村）
提供会員15,504人

54区市町村（23区26市4町1
村）
提供会員15,523人

45

ファミサポマイスター推
進事業＜子供家庭支
援区市町村包括補助
事業＞

福祉局

ファミリー・サポート・センターで子育てを
援助する提供会員に、子育てに関する研
修の充実を行い、受講した提供会員に対
して報酬の上乗せを行うことで、提供会
員の質と量を確保する。

３区市（2区1市）
提供会員774人

３区市（2区1市）
提供会員668人

３区市（2区1市）
提供会員656人

３区市（2区1市）
提供会員646人

３区市（2区1市）
提供会員650人

46
子供の居場所創設事
業

福祉局

子供が気軽に立ち寄ることができ、学習
支援や食事の提供を行う「居場所」（拠
点）を設置し、地域全体で気になる家庭
等への見守りを行う体制を整備する区市
町村を支援

2区14か所 2区6か所 3区8か所 6区市13か所 8区市20か所

47
子供食堂推進事業＜
子供家庭支援区市町
村包括補助事業＞

福祉局
子供食堂の安定的な実施環境を整備す
ることにより、地域に根差した子供食堂の
活動を支援

28区市174か所 36区市273か所 29区市269か所 29区市343か所
35区市465か所（交付申請
ベース）
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48

子育て家庭に対するア
ウトリーチ型の食事支
援事業＜子供家庭支
援区市町村包括補助
事業＞

福祉局

公的な支援につながっていない子供のい
る家庭や食の支援を必要とする家庭等
に、食事の調理を行うヘルパーや栄養士
等を派遣し、養育力の向上及び子供の健
康の増進を図りながら、家庭の現状と課
題を把握し、適切な支援につなげること
で、子供の健やかな成長を支援

1区 3区 3区 1区 2区

49
子育てひろば事業（地
域子育て支援拠点事
業）の充実

福祉局

子育て広場において、地域支援や利用者
支援事業を実施し、地域社会で子育てを
支援する体制や保護者の相談体制の充
実に取り組む区市町村を支援するととも
に、障害や発達に関する相談支援を担当
する専門職を配置し、障害の有無にかか
わらず、全ての子育て親子が子育てひろ
ばを気軽に利用できる環境を整備する。

54区市町村（23区26市3町2
村）
一般型 369か所
連携型 135か所
（令和元年9月1日現在）

54区市町村（23区26市3町2
村）
一般型 393か所
連携型 202か所
（令和２年9月1日現在）

54区市町村（23区26市3町2
村）
一般型 406か所
連携型 202か所
（令和３年9月1日現在）

54区市町村（23区26市3町2
村）
一般型 416か所
連携型 204か所
（令和４年9月1日現在）

54区市町村（23区26市3町2
村）
一般型 429か所
連携型 204か所
（令和５年9月1日現在）

50 利用者支援事業 福祉局

子供及びその保護者等、又は妊娠してい
る方が、教育・保育施設や地域の子育て
支援事業等を円滑に利用できるよう、身
近な場所で情報提供及び必要に応じ相
談・助言等を行うとともに、関係機関との
連絡調整等を実施する区市町村を支援

２２区２５市１町１村で実
施。（東京都子供・子育て支
援交付金交付申請より）
○基本型：１０１か所（１３区
１４市）
○特定型：４８か所（１８区１
７市）
○母子保健型：１２１か所
（２２区２５市１町１村）

２２区２６市１町２村で実施。
（東京都子供・子育て支援
交付金交付申請より）
○基本型：１１８か所（１３区
１５市）
○特定型：４８か所（１８区１
７市）
○母子保健型：１２７か所（２
２区２６市１町２村）

２３区２６市１町３村で実施。
（東京都子供・子育て支援
交付金交付申請より）
○基本型：１２６か所（１４区
１５市）
○特定型：４９か所（１８区１
８市）
○母子保健型：１２９か所（２
３区２６市１町３村）

２３区２６市２町３村で実施。
（東京都子供・子育て支援
交付金交付申請より）
○基本型：１４１か所（１５区
１６市）
○特定型：４８か所（１６区１
６市）
○母子保健型：１３４か所（２
３区２６市２町３村）

２３区２６市２町３村で実施。
（東京都子供・子育て支援
交付金交付申請より）
○基本型：１４６か所（１５区
１６市）
○特定型：４８か所（１８区１
７市）
○母子保健型：１３２か所（２
３区２６市２町３村）

51
乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤ちゃん
事業）

福祉局
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭
を訪問する乳児家庭全戸訪問事業に取
り組む区市町村を支援

53区市町村（23区25市3町2
村）

55区市町村（23区25市4町3
村）

55区市町村（23区25市4町3
村）

56区市町村（23区25市4町4
村）

58区市町村（23区26市4町5
村）

52 養育支援訪問事業 福祉局
保護者の養育を支援することが特に必要
な家庭を訪問し支援する養育支援訪問
事業に取り組む区市町村を支援

50区市町（23区25市2町） 53区市町（23区26市4町） 53区市町（23区26市4町） 54区市町（23区26市5町）
54区市町（22区26市5町1
村）

53

要支援家庭を対象とし
たショートステイ事業＜
子供家庭支援区市町
村包括補助事業＞

福祉局

養育に特に支援が必要な家庭の児童に
対し、子育て支援の一環としてショートス
テイサービスを提供し、子供の成長や保
護者を支援することにより、安心して子育
てに取り組むことができる環境整備を支
援

12区1市 13区1市 15区1市 10区1市 10区1市
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54
要支援家庭の早期発
見に向けた取組

福祉局

母子健康手帳交付時や新生児訪問時の
機会等を活用して、支援が必要な家庭の
早期発見を図り、保健所・保健センターの
個別指導、子供家庭支援センターで実施
する在宅サービスなど、適切な支援につ
なげる区市町村の取組を促進

○普及啓発
　母子保健研修の実施　５
回
○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２８か所の自治体が実施

○普及啓発
　母子保健研修の実施　５
回
○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２９か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
３０か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
３２か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
３２か所の自治体が実施

55
未就園児等全戸訪問
事業

福祉局

未就園児等のいる家庭への訪問による
安全確認を行う区市町村を支援すること
で、児童虐待の早期発見・早期対応の取
組を強化

― 4区市（3区1市） 8区市（5区3市） 10区市（6区4市） 10区市（5区5市）

56
学童クラブ運営費補助
事業・学童クラブの設
置促進

福祉局

・就業などにより、保護者が昼間いない小
学生の健全な育成を図るために、区市町
村が実施する、又は区市町村が運営費
を補助する、学童クラブ事業（放課後児
童健全育成事業）の供給体制の整備を
支援する。また、開所日数、障害児受入、
放課後児童支援員のキャリアアップ等の
取組に加算を設け、地域のニーズに応じ
た取組を支援する。
・都型学童クラブ事業においては、開所
時間の延長や常勤職員を配置することな
どにより、学童クラブのサービス向上を図
る。また、放課後子供教室との一体型とし
て実施する等の要件を満たし、モデル事
業として連携推進員を配置する都型一体
型学童クラブを支援することにより、効果
的連携について検証し、放課後における
児童の居場所の充実を図る。
・既存施設を活用して、学童クラブ事業を
新たに実施するための改修及び設備の
整備等を行う事業に対する補助を実施す
ることで、学童クラブの設置を促進する。

登録児童数　110,344人
（令和元年5月1日現在）

登録児童数　115,270人
（令和2年5月1日現在）

登録児童数　119,640人
（令和3年5月1日現在）

登録児童数　127,541人
（令和4年5月1日現在）

登録児童数　132,648人
（令和5年5月1日現在）

57
放課後居場所緊急対
策事業

福祉局

学童クラブの待機児童が解消するまでの
緊急的な措置として、児童館、公民館等
の既存の社会資源を活用することによ
り、放課後に子供の安全・安心な居場所
を提供すえる。

― 1区4市 1区4市 2区4市 2区3市

58 放課後子供教室 教育庁

全ての子供を対象として、放課後や週末
等に小学校等を活用して、安全・安心な
子供の活動拠点（居場所）を設け、地域
の人々の参画を得て、子供たちに学習、
文化・スポーツ活動、地域住民との交流
の機会を提供することにより、子供たちが
地域社会の中で、心豊かに健やかに育
まれる環境づくりを推進

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,196小学校区（全1,278小
学校区）
1,272教室で実施
　※八王子市を含む。

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,120小学校区（全1,275小
学校区）
1,178教室で実施
　※八王子市を含む。

56区市町村（23区26市5町2
村）
1,191小学校区（全1,274小
学校区）
1,258教室で実施
　※八王子市を含む。

57区市町村（23区26市5町3
村）
1,209小学校区（全1,273小
学校区）
1,292教室で実施
　※八王子市を含む。

57区市町村（23区26市5町3
村）
1,219小学校区（全1,269小
学校区）
1,298教室で実施
　※八王子市を含む。
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59
子供の貧困対策支援
事業

福祉局

生活に困窮する要支援家庭やひとり親家
庭等を必要な支援につなげることを目的
に、専任職員を配置し、関係機関との連
携強化など子供の貧困対策の推進に取
り組む区市町村を支援

６区３市で実施 ７区２市で実施 ７区３市で実施 8区４市で実施 １０区３市で実施

60
子供・子育て応援とう
きょう事業 福祉局

社会全体で子育て家庭を応援する機運
を醸成する本事業の趣旨に賛同する企
業や店舗等の善意により、18歳未満の子
供や、妊娠中の方がいる世帯に様々な
サービスを提供する。

（令和2年3月末時点累計）
・協賛店舗数：5,009店
・「とうきょう子育てスイッチ」
サイトでのパスポート登録
者数：15,133人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリでのパスポート登録
者数：68,438人

（令和3年3月末時点累計）
・協賛店舗数：5,431店
・「とうきょう子育てスイッチ」
サイトでのパスポート登録
者数：23,203人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリでのパスポート登録
者数：111,367人

（令和4年3月末時点累計）
・協賛店舗数：6,024店
・「とうきょう子育てスイッチ」
サイトでのパスポート登録
者数：28,873人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリでのパスポート登録
者数：142,360人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリ（リニューアル後）での
パスポート登録者数：7,598
人

（令和5年3月末時点累計）
・協賛店舗数：6,170店
・「とうきょう子育てスイッチ」
サイトでのパスポート登録
者数：123,670人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリでのパスポート登録
者数：92,751人

（令和6年3月末時点累計）
・協賛店舗数：8,901店
・「とうきょう子育てスイッチ」
サイトでのパスポート登録
者数：218,692人
・「とうきょう子育てスイッチ」
アプリでのパスポート登録
者数：164,730人

・R3に「子育て応援とうきょう
パスポート事業」と統合。概
要・進捗状況にはパスポー
ト事業に関することのみ記
載。
・R3にサイト・アプリをリ
ニューアルしたため、累計数
に差異が出ている。

3-2　ひとり親家庭の子供の学習支援の推進

再掲
ひとり親家庭等生活向
上事業（子供の生活・
学習支援事業）

福祉局

ひとり親家庭の子供に対し、基本的な生
活習慣の習得支援、学習支援や食事の
提供等を行うことで、ひとり親家庭の子供
の生活の向上を図る事業に取り組む区
市町村を支援

※ひとり親家庭等生活向上
事業に一本化して実施

61
生活困窮者自立支援
法に基づく子供の学
習・生活支援事業

福祉局

貧困の連鎖を防止するため、低所得世帯
の子供に対する学習支援及び保護者も
含めた生活習慣・育成環境の改善に関す
る支援を行う。

○区市における実施状況
　47区市（23区24市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　58名（31年３月時点）
〇大島支庁における支援
対象者数
　43名（31年3月末時点）

○区市における実施状況
　48区市（23区25市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　71名（令和２年３月時点）
〇大島・八丈支庁における
支援対象者数
  98名（令和２年３月末時
点）

○区市における実施状況
　48区市（23区25市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　51名（令和３年３月時点）
〇大島・八丈支庁における
支援対象者数
  121名（令和３年３月末時
点）

○区市における実施状況
　48区市（23区25市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　64名（令和４年３月時点）
〇大島・八丈支庁における
支援対象者数
  117名（令和４年３月末時
点）

○区市における実施状況
　48区市（23区25市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　89名（令和５年３月時点）
〇大島・八丈支庁における
支援対象者数
　118名（令和５年３月末時
点）

62 地域未来塾 教育庁

経済的な理由や家庭の事情により、家庭
での学習が困難であったり、学習習慣が
十分に身についていない中学生等に対し
て、地域と学校の連携・協働による学習
支援を実施

31区市町村（13区、15市、1
町、２村）
全659校（小学校357校、中
学校259校、義務教育学校7
校）で実施

30区市町村（12区、14市、3
町、1村）
全652校（小学校394校、中
学校251校、義務教育学校7
校）で実施

30区市町村（12区、14市、3
町、1村）
全621校(小学校365校、中
学校249校、義務教育学校7
校）で実施

31区市町村（12区、15市、3
町、1村）
全704校（小学校426校、中
学校271校、義務教育学校7
校）で実施

34区市町村（13区16市4町1
村）
全775校（小学校446校、中
学校302校、義務教育学校7
校）で実施

63 校内寺子屋 教育庁

義務教育段階の基礎学力の定着状況が
十分ではない生徒に対して、放課後等に
学習の場を確保するとともに、外部人材
を活用することにより、個に応じた学習を
支援するため、「学力向上研究校」として
30校を指定し、実施

指定した都立高校30校で実施 指定した都立高校30校で実施 指定した都立高校30校で実施 指定した都立高校30校で実施 指定した都立高校30校で実施
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64
受験生チャレンジ支援
貸付

福祉局

学習塾等の受講費用並びに高等学校及
び大学等の受験費用を捻出できない低
所得世帯に対して、これらの費用に必要
な資金を貸し付けることにより、低所得世
帯の子供を支援

貸付決定件数　7,806件 貸付決定件数　7,646件 貸付決定件数　7,430件 貸付決定件数　11,271件 貸付決定件数　11,312件

65
被保護者自立促進事
業

福祉局

小中学生及び高校生のいる生活保護受
給世帯に向けて、学習塾等の費用、学
習・相談ボランティアの派遣費用、ボラン
ティア体験イベントや社会教養セミナー等
への参加費用等を支給します。実施につ
いては、都が定めた要件の範囲内におい
て、区市が要綱等を定めて行う。

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

3-3　住居の確保

66 都営住宅の優先入居 住宅政策本部

ひとり親家庭の生活の場を確保するた
め、都営住宅の当選倍率の優遇制度、ポ
イント方式による入居者募集、母子生活
支援施設退所者向け特別割当等により、
住宅を提供する。

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　4,600戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,580戸（ポイント
方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　4,703戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,580戸（ポイント
方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　5,550戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,680戸（ポイント
方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　5,200戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,589戸（ポイント
方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　50戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　7,019戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,580戸（ポイント
方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　50戸

67
公社住宅における入居
機会の確保

住宅政策本部

ひとり親家庭を対象に公社住宅への入居
機会の確保のため、月収基準に満たない
場合でも児童育成手当等を合算する「収
入審査の緩和」や、一定期間、対象住宅
の家賃を割引する「こどもすくすく割」を実
施する。

〇ひとり親世帯向け入居相
談会実施
　2区2市(江戸川区、板橋
区、立川市、八王子市)

〇ひとり親世帯入居サポー
ト
・収入審査の緩和
　平成31年度（令和元年度）
契約件数：38件
・「こどもすくすく割」
平成31年度（令和元年度）
契約件数：34件

〇ひとり親相談会等
・コロナ禍の影響を鑑み、臨
時相談窓口の代わりに各自
治体に対し「ひとり親世帯入
居サポート」チラシの配布を
依頼
　1区2市(板橋区、稲城市、
立川市)
・ひとり親世帯向け入居相
談会実施
　2区1市(江戸川区、世田谷
区、八王子市)

〇ひとり親世帯入居サポー
ト
・収入審査の緩和
　令和２年度契約件数：28
件
・「こどもすくすく割」
　令和２年度契約件数：31
件

〇ひとり親相談会等
・「ひとり親世帯入居サポー
ト」チラシ配布
　1区2市(板橋区、稲城市、
町田市)
・ひとり親世帯向け入居相
談会実施
　2区2市(世田谷区、江戸川
区、立川市、八王子市)

〇ひとり親世帯入居サポー
ト
・収入審査の緩和
　令和３年度契約件数：28
件
・「こどもすくすく割」
　令和３年度契約件数：27
件

〇ひとり親相談会等
・「ひとり親世帯入居サポー
ト」チラシ配布
　1区2市(板橋区、立川市、
稲城市)
・ひとり親世帯向け入居相
談会実施
　2区2市(世田谷区、江戸川
区、立川市、八王子市)

〇ひとり親世帯入居サポー
ト
・収入審査の緩和
　令和４年度契約件数：31
件
・「こどもすくすく割」
　令和４年度契約件数：35
件

〇ひとり親相談会等
・「ひとり親世帯入居サポー
ト」チラシ配布
　1区1市(板橋区、稲城市)
・ひとり親世帯向け入居相
談会実施
　2区3市(世田谷区、江戸川
区、立川市、八王子市、稲
城市)

〇ひとり親世帯入居サポー
ト
・収入審査の緩和
　令和５年度契約件数：23
件
・「こどもすくすく割」
　令和５年度契約件数：44
件
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68
若年夫婦・子育て世帯
への入居機会の確保

住宅政策本部

若年夫婦・子育て世帯（ひとり親世帯含
む）向けに、一般募集とは別枠で行う入
居期限を１０年または末子の高校修了期
までとする期限付きの入居募集方式であ
る「都営住宅定期使用住宅募集」や、入
居期限のない「若年夫婦・子育て世帯向
（ひとり親世帯を含む）」の毎月募集を通
して、若年夫婦・子育て世帯の入居の機
会を確保する。

〇定期使用住宅募集
募集戸数　　1,500戸
〇若年夫婦・子育て世帯向
募集（毎月募集）
募集戸数　　600戸

〇定期使用住宅募集
募集戸数　　1,511戸
〇若年夫婦・子育て世帯向
募集（毎月募集）
募集戸数　　450戸

〇定期使用住宅募集
募集戸数　　1,500戸
〇若年夫婦・子育て世帯向
募集（毎月募集）
募集戸数　　120戸

〇定期使用住宅募集
募集戸数　　1,500戸
〇若年夫婦・子育て世帯向
募集（毎月募集）
募集戸数　　480戸

〇定期使用住宅募集
募集戸数　　585戸
〇若年夫婦・子育て世帯向
募集（毎月募集）
募集戸数　　1,800戸

69
住宅確保要配慮者に
対する居住支援の推
進

住宅政策本部

子育て世帯などの住宅確保要配慮者の
居住の安定を図るため、入居を拒まない
民間賃貸住宅の登録を促進するとともに
登録住宅の入居者への家賃債務保証や
入居に係る情報提供、相談、見守り等の
生活支援を行う居住支援法人の指定を
進める。また、地域の実情に応じたきめ
細かな支援を担う区市町村に対して、広
域的な立場から全国の協議会の取組事
例等の情報提供や活動に対する支援を
行うなど、区市町村居住支援協議会の設
置を推進する。

〇登録住宅戸数：2,240
〇指定法人数：28
〇区市町村居住支援協議
会数：21
（年度末時点）

〇登録住宅戸数：39,469
〇指定法人数：35
〇区市町村居住支援協議
会数：25
（年度末時点）

〇登録住宅戸数：46,226
〇指定法人数：45
〇区市町村居住支援協議
会数：26
（年度末時点）

〇登録住宅戸数：51,039
〇指定法人数：49
〇区市町村居住支援協議
会数：30
（年度末時点）

〇登録住宅戸数：52,981
〇指定法人数：53
〇区市町村居住支援協議
会数：32
（年度末時点）

3-4　課題を有する母子への支援

70
東京都民間社会福祉
施設サービス推進費補
助

福祉局

社会福祉法人等が設置する母子生活支
援施設における入所者の福祉の向上を
図るため、心理ケアやアフターケアなどの
支援を実施する場合に、運営等に要する
費用の一部を補助する。

・17施設
・156,668,000円

・17施設
・151,766,000円

・17施設
・450,759,000円

・17施設
・148,558,000円

・17施設
・153,583,000円（第2回変更
交付決定額＝精算額）

71
母子生活支援施設等
の支援力の向上

福祉局

母子生活支援施設における支援の核と
なる基幹的職員を育成する。また、母子
生活支援施設や女性自立支援施設の職
員の研修参加や施設間研修を支援し、対
応力を強化する。

・基幹的職員育成　７名（母
子生活支援施設分）
・研修参加費補助　延べ６９
名（母子生活支援施設及び
女性自立支援施設分）

・基幹的職員育成　０名（母
子生活支援施設分）
・研修参加費補助　１４名
（母子生活支援施設及び女
性自立支援施設分）

・基幹的職員育成　　　７名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　４７
名（母子生活支援施設及び
女性自立支援施設分）

・基幹的職員育成　　　６名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　５３
名（母子生活支援施設及び
女性自立支援施設分）

・基幹的職員育成　　 　５名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　 ６１
名（母子生活支援施設及び
女性自立支援施設分）

72
施設に入所する子供の
自立支援の充実

福祉局

養育環境により、十分な学習機会が確保
されていない小学生から高校生までの児
童に対し、標準的学力を備えさせ、退所
後の自立のための学習支援の充実を図
る。

【母子生活支援施設】
485人
【里親・ファミリーホーム】
3,643人
【民間児童養護施設】
 22,648人

（月ごとの述べ人数）

【母子生活支援施設】
269人
【里親・ファミリーホーム】
3,055人
【民間児童養護施設】
20,811人

（月ごとの述べ人数）

【母子生活支援施設】
362人
【里親・ファミリーホーム】
3,213人
【民間児童養護施設】
20,728人

(月ごとの延べ人数)

【母子生活支援施設】
284人
【里親・ファミリーホーム】
3,197人
【民間児童養護施設】
20,474人

(月ごとの延べ人数)

【母子生活支援施設】
539人
【里親・ファミリーホーム】
3,068人
【民間児童養護施設】
集計中

（月ごとの延べ人数）

73
育児指導機能強化事
業

福祉局

母子生活支援施設等に育児指導担当職
員を配置し、入所者やその家族及び地域
で子育て中の家庭等からの子育てに関
する相談に応じる等により、子育てに関
する不安を解消するなどの育児指導機能
の充実を図る。

【乳児院】26施設
【母子生活支援施設】5施設

【乳児院】27施設
【母子生活支援施設】5施設

【乳児院】26施設
【母子生活支援施設】3施設

【乳児院】25施設
【母子生活支援施設】3施設

【乳児院】23施設
【母子生活支援施設】3施設



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第4期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成31年度実績 令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 備考

資料６－２

74
医療機関等連携強化
事業

福祉局

母子生活支援施設等における医療機関
との連携強化を図り、継続的な服薬管理
や健康管理が必要な児童等の円滑な受
入を促進する。

【乳児院】15施設計230人 【乳児院】25施設計385人

【乳児院】
26施設計391人
【母子生活支援施設】
1施設計6人

【乳児院】
30施設計497人
【母子生活支援施設】
1施設計2人

【乳児院】
30施設計581人
【母子生活支援施設】
1施設計6人

75
児童養護施設等体制
強化事業

福祉局

　児童指導員等の資格要件を満たすこと
を目指す者を、児童指導員等の補助を行
う者として雇い上げることにより、児童指
導員等の業務負担を軽減し、離職防止を
図るとともに、児童指導員等の人材の確
保を図る。

―

【民間児童養護施設】59施
設185人
【母子生活支援施設】2施設
2人

【民間児童養護施設】74施
設295人
【母子生活支援施設】5施設
9人

【民間児童養護施設】8５施
設30８人
【母子生活支援施設】6施設
27人

【民間児童養護施設】88施
設計339人
【母子生活支援施設】5施設
計27人

76
社会的養護自立支援
事業

福祉局

施設退所者が社会に出た後、就職等の
相談をしたり、同じ悩みを抱える者同士が
集える場（ふらっとホーム）を提供します。
・施設退所者等に対して、ソーシャル・ス
キル・トレーニングや就職活動支援等を
行い、退所後の自立支援を図る。
・措置延長を行った２０歳到達後から２２
歳に達する日の属する年度の末日まで
の間にある児童とその保護者を対象に、
母子生活支援施設等において居住の場
を提供し、日常生活上の支援、金銭管理
の指導、自立生活への不安や悩み等の
相談に応じるとともに、生活費を支給す
る。（社会的養護自立支援事業における
居住費支援・生活費支援）

（ふらっとホーム）405人

（社会的養護自立支援事
業）
【民間児童養護施設】82人
【自立援助ホーム】17人
【里親・ファミリーホーム】13
人

（ふらっとホーム）568人

（社会的養護自立支援事
業）
【民間児童養護施設】92人
【自立援助ホーム】24人
【里親・ファミリーホーム】18
人

（ふらっとホーム）476人

（社会的養護自立支援事
業）
【民間児童養護施設】162人
【自立援助ホーム】25人
【里親・ファミリーホーム】14
人

（ふらっとホーム）496人

（社会的養護自立支援事
業）
【民間児童養護施設】196人
【自立援助ホーム】59人
【里親・ファミリーホーム】9
名

（ふらっとホーム）672人

（社会的養護自立支援事
業）
【民間児童養護施設】200人
【自立援助ホーム】58人
【里親・ファミリーホーム】14
名

77
母子生活支援施設等
の施設整備

福祉局

老朽化した母子生活支援施設等につい
て、利用者の安全の確保と居住環境の改
善を図るため、需要動向も踏まえ、施設
の整備を計画的に進めます。また、入居
者の生活環境改善を図るための改修等
について、支援を行う。

・改築　1件
・中規模修繕　2件

・改築　1件
・中規模修繕　1件

・大規模修繕　2件 なし

・大規模修繕　2件
・改築　1件
・拡張　1件
・中規模修繕　2件

複数年度にまたがる工事
は、完了時にカウント

78

母子・父子等緊急一時
保護事業＜実施主体：
区市（子供家庭支援区
市町村包括補助事
業）、町村については
都＞

福祉局

夫等の暴力からの避難等で、緊急に施設
等での保護が必要な母子・父子等に対
し、母子生活支援施設やシェルター、及
び区市町村で借り上げた民間アパート、
ホテル等に一時的に居室を確保する。
※父子に対しては、母子生活支援施設で
はなく、ホテル等を活用し実施

44区市
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

46区市
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

46区市
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

47区市
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

47区市
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

79

母子一体型ショートケ
ア事業＜子供家庭支
援区市町村包括補助
事業＞

福祉局

見守りが必要な母子等に対し、母子生活
支援施設において、母子ともに滞在型の
ショートステイを実施し、育児・家事指導
を行うことにより、その後の生活支援につ
なげる。

2区 3区

令和3年度より「ひとり親等」
についてはひとり親家庭生
活向上事業「短期施設利用
相談支援事業」に移行。
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再掲
母子・父子自立支援員
の資質の向上（母子・
父子自立支援員研修）

福祉局

母子生活支援施設への入所、退所後の
支援等を適切に実施できるよう、母子・父
子自立支援員と母子生活支援施設職員
双方の役割や支援内容等のガイドライン
を作成するなど、母子生活支援施設の活
用促進を図る。

39区市町
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

39区市町
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

41区市町
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

42区市町
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

42区市町
※町村部の母子に対して
は、都が一括で緊急一時保
護を実施

４　経済的支援

80
児童扶養手当・児童育
成手当・母子及び父子
福祉資金貸付

福祉局
・ひとり親家庭等に対し、母子及び父子福
祉資金の貸付けを実施し、ひとり親家庭
等を経済的に支援

①児童扶養手当
受給者数：68,960人（全部
支給：40,588人　一部支給：
28,372人）
対象児童数　101,046人
②児童育成手当
受給者数：104,425人　対象
児童数：149,642人
（育成手当：140,843人　障
害手当：6,983人　育成＋障
害：
1,816人）
③母子及び父子福祉資金
貸付
　貸付実績：4,052件

①児童扶養手当
受給者数：67,094人（全部支
給：38,559人　一部支給：
28,535人）
対象児童数　97,951人
②児童育成手当
受給者数：100,919人　対象
児童数：144,610人
（育成手当：136,069人　障
害手当：6,746人　育成＋障
害：1,795人）
③母子及び父子福祉資金
貸付
　貸付実績：3,337件

①児童扶養手当
受給者数：64,794人（全部支
給：37,011人　一部支給：
27,783人）
対象児童数　94,515人
②児童育成手当
受給者数：98,082人　対象
児童数：140,692人
（育成手当：132,102人　障
害手当：6,771人　育成＋障
害：1,819人）
③母子及び父子福祉資金
貸付
　貸付実績：2,589件

①児童扶養手当
受給者数：62,029人（全部支
給：35,278人　一部支給：
26,751人）
対象児童数：90,461人
②児童育成手当
受給者数：94,833人　対象
児童数：136,221人
（育成手当：127,651人　障
害手当：6,680人　育成＋障
害：1890人）
③母子及び父子福祉資金
貸付
　貸付実績：2,199件

①児童扶養手当
集計中
②児童育成手当
集計中
③母子及び父子福祉資金
貸付
集計中

81

ひとり親家庭等医療費
助成＜実施主体：市町
村　（区部は財政調整
算入）＞

福祉局
ひとり親家庭等の経済的負担の軽減を図
るため、医療費の自己負担分助成を行う
区市町村を支援する。

【市町村部のみ】
（金額） 1,030,875千円
（対象者数） 48,905人
（助成件数）592,884件

【市町村部のみ】
（金額）　946,273千円
（対象者数）　47,057人
（助成件数）　513,168件

【市町村部のみ】
（金額）　999,456千円
（対象者数）　46,328人
（助成件数）　540,268件

【市町村部のみ】
（金額）　978,865千円
（対象者数）　45,023人
（助成件数）　535,828件

【市町村部のみ】
（金額）　1,006,064千円
（対象者数）　40,318人
（助成件数）　　545,554件

82
自立生活スタート支援
事業

福祉局

母子生活支援施設や婦人保護施設等の
利用者の退所後の自立生活の支援を行
うため、施設等と連携して相談援助を行う
とともに、転居、技能習得、就職支度に対
する資金の貸付を行う。

貸付決定件数　60件 貸付決定件数　61件 貸付決定件数　29件 貸付決定件数　37件 貸付決定件数　40件

83 自立援助促進事業 福祉局

母子生活支援施設等を退所し、就職や進
学をする際、又はアパートなどへ入居す
る際に、他の援助を期待できない場合
に、施設長が身元保証や連帯保証を行う
ことにより、社会的な自立を促進する。

【※金額は事業全体の実
績、加入状況・賠償金支払
状況は母子生活支援施設
及び婦人保護施設の実績】
（金額）　1,440,980　　円
（加入状況）　4人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　1,222,000　　円
（加入状況）　4人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　1,278,813　　円
（加入状況）　1人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　0　円

（金額）　1,025,870　　円
（加入状況）　1人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　872,000　円
（加入状況）
（賠償金支払状況）
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再掲
受験生チャレンジ支援
貸付の実施

福祉局

学習塾等の受講費用並びに高等学校及
び大学等の受験費用を捻出できない低
所得世帯に対して、これらの費用に必要
な資金を貸し付けることにより、低所得世
帯の子供を支援する。

貸付決定件数　7,806件 貸付決定件数　7,646件 貸付決定件数　7,430件 貸付決定件数　11,271件 貸付決定件数　11,312件

再掲
被保護者自立促進事
業

福祉局

生活保護受給者を対象に、就労支援や
地域生活への移行、次世代育成支援な
ど自立支援に要する経費の一部を支給
する区市に対し、支援しする。実施の有
無や支給内容は区市により異なる（都が
定めた要件の範囲内において区市が要
綱等を定めている。）。
・母子世帯等で母や子の病気時に一時
的に子を施設等に預けた場合の保育料
・母子世帯等が就労するに当たり、子が
認可保育園待機中のため、入園できるま
での間、認証保育所等を利用した場合の
入園料・保育料
・小中学生及び高校生のいる生活保護受
給世帯に向けて、学習塾等の費用、学
習・相談ボランティアの派遣費用、ボラン
ティア体験イベントや社会教養セミナー等
への参加費用等の支給(再掲)

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

84
養育費取得に関する支
援

福祉局

子供の成長に必要な養育費の取得のた
めに、以下の事業を実施する。
・東京都ひとり親家庭支援センターにおい
て、　ひとり親家庭の養育費相談、離婚
前後の親支援講座、相談支援員研修を
実施する。（再掲）
・「養育費確保支援事業」により、ひとり親
家庭の養育費の安定した取得に向け、公
正証書等による債務名義の作成支援・戸
籍抄本等の書類取得支援・養育費に係る
保証契約における保証料への支援等を
実施する区市に対してその経費の一部を
補助する（町村部は都が直接実施）。

・養育費確保支援事業　３
区市

・養育費確保支援事業　１５
区市

・養育費確保支援事業　３０
区市

・養育費確保支援事業　３４
区市



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第4期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成31年度実績 令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績 令和5年度実績 備考

資料６－２

85
フードパントリー設置事
業

福祉局

住民の身近な地域に「フードパントリー
（食の中継地点）」を設置し、生活困窮者
に対して食料提供を行うとともに、それぞ
れの生活の状況や食以外の困りごと等
について話を聴くことで、現在区市等の相
談支援窓口を利用していない生活困窮者
を、それぞれの状況・移行に応じた適切
な相談支援機関に繋ぐ取組を行う区市町
村を支援する。

〇補助実績
3区市

〇補助実績
3区市

〇補助実績
6区市

〇補助実績
2区市

〇補助実績
3区市

　区市町村の取り組み支援

86
子供家庭支援区市町
村包括補助事業（ひと
り親家庭支援）

福祉局

区市町村が地域の実情に応じ、創意工
夫を凝らして主体的に実施する子供家庭
分野における基盤の整備及びサービス
の充実を目的とする事業を支援すること
により、都における福祉保健施策総体の
向上を図る。
・先駆的事業：新たな課題に取り組み、区
市町村独自の創意工夫による事業
・選択事業：ひとり親家庭相談体制強化
事業、ひとり親家庭自立支援プログラム
策定推進事業、ひとり親家庭就業促進事
業、ひとり親家庭職業訓練等支援事業、
ひとり親家庭親子心のふれあい事業、ひ
とり親家庭地域生活サポート事業、母子
一体型ショートケア事業など
・一般事業：ホームヘルプサービス（対
象：市町村）

・ひとり親家庭自立支援プ
ログラム策定推進事業　２９
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　３区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　２区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子・父子等緊急一時保
護事業　４４区市
・母子一体型ショートケア事
業　２区
・ホームヘルプサービス事
業　２３市町

・ひとり親家庭相談体制強
化事業　１市
・ひとり親家庭自立支援プロ
グラム策定推進事業　２８
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　２区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・母子・父子等緊急一時保
護事業　４６区市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子一体型ショートケア事
業　３区
・ホームヘルプサービス事
業　１９市町

・ひとり親家庭相談体制強
化事業　１市
・ひとり親家庭自立支援プロ
グラム策定推進事業　３０
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　０区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
１市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子・父子等緊急一時保
護事業　４６区市
・ホームヘルプサービス事
業　１7市町

・ひとり親家庭相談体制強
化事業　０市
・ひとり親家庭自立支援プロ
グラム策定推進事業　２９
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　０区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
１市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子・父子等緊急一時保
護事業　４７区市
・ホームヘルプサービス事
業　１６市町

・ひとり親家庭相談体制強
化事業　０市
・ひとり親家庭自立支援プロ
グラム策定推進事業　２４
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　０区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
１市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子・父子等緊急一時保
護事業　４７区市
・ホームヘルプサービス事
業　１６市町


